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広島県地方分権懇話会

道州制と憲法問題について

－ －「この国のかたち」の設計

今村 都南雄（中央大学）
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「道州制のあり方に関する答申」の骨子

平成18年２月28日
地 方 制 度 調 査 会

１ 都道府県制度について

、 。○ 現在の都道府県制度のままで 社会経済情勢の変化に対応できるか

一層の地方分権改革の担い手たり得るか。

① 市町村合併の進展等の影響

② 都道府県を越える広域行政課題の増加

③ 地方分権改革の確かな担い手の必要

２ 広域自治体改革と道州制

○ 広域自治体改革は、①都道府県制度に関する問題への対応にとどま

らず、②国のかたちの見直しにかかわる改革として位置づけることが

考えられる。

、 、○ すなわち 広域自治体改革を通じて国と地方双方の政府を再構築し

新しい政府像 の確立を目指すもの。このことは、国家的課題への高※

い問題解決能力を有する政府を実現する方途でもある。

※ 「国の役割を本来果たすべきものに重点化して、内政は広く地方公共団体が

担うことを基本とする」

○ こうした見地に立つならば、その具体策としては道州制の導入が適

当と考えられる。
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３ 道州制の制度設計

(1) 検討の方向

① 地方分権を推進し、地方自治を充実強化する。

② 自立的で活力ある圏域の実現を目指す。

③ 国と地方を通じた効率的な行政システムを構築する。

(2) 基本的な制度設計

① 道州の位置づけ

広域自治体として都道府県に代えて道州を置く。道州及び市町・

村の二層制。

② 道州の区域 → 別紙参照

③ 道州への移行方法

・ 原則として全国同時に移行。ただし、関係都道府県と国の協議

により先行して移行できる。

④ 道州の事務

・ 都道府県が実施している事務は大幅に市町村に移譲し、道州は

広域事務を担う役割に軸足を移す。

・ 現在国（特に地方支分部局）が実施している事務は、できる限

り道州に移譲。

⑤ 議会・執行機関

・ 議決機関として議会を置く。議員は道州の住民が直接選挙。

・ 道州の執行機関として長を置く。長は道州の住民が直接選挙。

長の多選は禁止。

⑥ 道州制の下における税財政制度

・ 国からの事務移譲に伴う適切な税源移譲を実施。

・ 偏在度の低い税目を中心とした地方税の充実などを図り、分権

型社会に対応し得る地方税体系を実現。

・ 税源と財政需要に応じた適切な財政調整制度を検討。



４ 道州制の導入に関する課題

○ 道州制に関わる検討課題は広範 。また、道州の設置と都道府県の※

廃止は、我が国の圏域構造を将来にわたり方向づけ、国民生活にも大

きな影響。

※ 国の政治行政制度のあり方、国・地方の行政組織のあり方、国・地方を通じ

た行政改革との関係など

○ 道州制の導入に関する判断は、広範な問題に関する国民的な論議の

動向を踏まえて行われるべき。

政府においては、引き続き検討を進め、論議の深まりに資するよう

適切な役割を果たしていく必要。道州制の導入への気運が高まる場合

に、推進法制を整備することも考えられる。

○ 答申を基礎として、今後、国民的な論議が幅広く行われることを期

待。

【参考】地方制度調査会の主な調査審議経過

○H16. 3. 1 第１回総会：総理より諮問

11. 8 第３回総会： 道州制に関する論点メモ」取りまとめ「

H18. 2.28 第５回総会： 道州制のあり方に関する答申 （予定）「 」

○総会５回・専門小委員会38回（うち道州制21回 ・地方意見交換会４回）



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 道州の区域例  

【区域例－１】 【区域例－２】 

【区域例－３】 

９道州 １１道州

１３道州 

別 紙

道州の区域の考え方 
 

○ 道州の区域は、社会経済的・地理的・歴史

的・文化的条件を勘案して画定。 
 

○ 区域については様々な考え方。答申では区

域例（各府省の地方支分部局の管轄区域に基

本的に準拠）を３例示す。 
 

○ 区域の画定手続は次のとおり。 

・ 国は道州の予定区域を示す。 

・ 都道府県は意見（変更案等）を定めて国

に提出できる。 

・ 国は意見を尊重して区域に関する法律案

を作成。 
 

○ 東京は周辺県と合わせて一の道州とする

ことが基本。ただし、東京都の区域のみをも

って一の道州等とすることも考えられる。 

（注） 
１ 道州の区域については様々な考え方があり得る。ここで示した区域例は、各府省の地方支分部

局に着目し、基本的にその管轄区域に準拠したものである。 
２ 東京圏に係る道州の区域については、東京都の区域のみをもって一の道州とすることも考えら

れる。 



 

 

 

今後の地方自治制度のあり方に 

   関する答申 
 

 

 

 

 

 

 

平成１５年１１月１３日 

 

 

 

 

地 方 制 度 調 査 会 
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第３　広域自治体のあり方

                                                           

１　変容を求められる都道府県のあり方

　　都道府県の制度は、戦前の広域的地方制度である府県制から地

方自治法の体系へ、そして地方分権一括法による機関委任事務制

度の廃止による自立した広域自治体へと変遷してきたが、現実の

都道府県の姿を見ると、明治 21 年に 47 ある現在の都道府県の区

域の原型が確立されて以来、その名称及び区域はほとんど変更さ

れることなく今日に至っている。

近年においては、経済のグローバル化、産業構造の変化などを

背景として、広域の圏域における戦略的かつ効果的な行政の展開

が求められるようになっており、また市町村の規模・能力が拡大

しつつある中にあって、広域自治体としての都道府県のあり方が

改めて問われるようになってきている。

　                                                         

２　今後における広域自治体としての都道府県の役割

都道府県のあり方がこのように変容を求められる中で、都道府

県が自立した広域自治体として、世界的な視野も持ちつつ積極果

敢にその役割を果たしていくためには、高度なインフラの整備、

経済活動の活性化、雇用の確保、国土の保全、広域防災対策、環

境の保全、情報通信の高度化などの広域的な課題に対応する能力

を高めていくことが求められる。都道府県には国から移譲される

権限の受け皿としての役割が引き続き期待されており、土地利用、
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地域交通、産業振興、国土保全などを中心に、国から都道府県へ

一層の事務権限の移譲が進められるべきである。さらに、都道府

県には、行政サービスの広域的な提供を通じて、バランスのとれ

た公共サービスの維持に貢献してきた側面があり、このような役

割も引き続き必要である。

基礎自治体との関係では、市町村合併の推進等により、今後は

基礎自治体が自立的に事務を処理することになると考えられ、都

道府県の役割は、規模・能力が拡大した市町村との連絡調整が主

となり、これまで事務の規模又は性質から一般の市町村では処理

することが適当でないものとして都道府県が担ってきた役割につ

いては、縮小していくと考えられる。

　　                                 　　                    

３　広域自治体のあり方(都道府県合併と道州制)

　規模・能力や区域が拡大した基礎自治体との役割分担の下に広

域自治体としての役割、機能が十分に発揮されるためには、まず、

都道府県の区域の拡大が必要である。

また、国の役割を重点化し、その機能を地方公共団体に移譲す

るとともに、真の分権型社会にふさわしい自立性の高い圏域を形

成していく観点から、現行の都道府県に代わる広域自治体として

道又は州(仮称。以下同じ。)から構成される制度（以下「道州制」

という。）の導入を検討する必要がある。

(1) 都道府県合併

　現行地方自治法上、都道府県の廃置分合は、国の法律によっ
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てのみ行い得ることとなっており、都道府県の発意により合併

手続に入ることができないことから、現行の手続に加えて、都

道府県が自主的に合併する途を開くことを検討すべきである。

その方式としては、市町村合併の場合と同様に、都道府県の

自主的合併の手続を整備することとし、関係都道府県が議会の

議決を経て合併を申請し、国会の議決を経て合併を決定すると

いった規定を整備することが考えられる。

(2) 道州制

道州制の導入は、単なる都道府県の合併とか国から都道府県

への権限移譲といった次元にとどまらない地方自治制度の大き

な変革であり、国民的な意識の動向を見ながら、引き続き次期

地方制度調査会において議論を進めることとするが、当調査会

としては、今後議論すべき論点について、現時点では次のよう

に考え方を整理することとした。

①　基本的考え方

道州制は、現行憲法の下で、広域自治体と基礎自治体との

二層制を前提として構築することとし、その制度及び設置手

続は法律で定める。

ア　現在の都道府県を廃止し、より自主性、自立性の高い広

域自治体として道又は州を設置する。

イ　道州制の導入に伴い、国の役割は真に国が果たすべきも

のに重点化し、その多くの権限を地方に移譲する。

ウ　道州の長と議会の議員は公選とする。
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エ　道州の区域については、原則として現在の都道府県の区

域を越える広域的な単位とし、地理的、歴史的、文化的な

諸条件を踏まえ、経済社会的な状況を勘案して定められる

ものとする。

②　役割と権限

道州制の導入に伴い、国の役割は真に国が果たすべきもの

に重点化され、その事務権限の相当部分を地方に移譲する。

すなわち、国は、現行地方自治法上、a)国際社会における

国家としての存立にかかわる事務、b)全国的に統一して定め

ることが望ましい国民の諸活動又は地方自治に関する基本

的な準則に関する事務、c)全国的な規模で又は全国的な視点

に立って行わなければならない施策及び事業の実施などの

役割を担うこととされているが、道州制が導入された後は、

国の役割は重点化され、a)、b)のほか c)のうち限定された一

部に縮小することとなる。

道州制の導入に伴い、国から地方に移譲される権限のうち

基礎自治体に移譲できるものは原則として基礎自治体に移

譲するものとする。これにより、基礎自治体は住民に最も身

近な総合的な行政主体として、より一層大きな役割を担うこ

ととなる。

道州は、規模・能力が拡大された基礎自治体を包括する広

域自治体として、基礎自治体との適切な役割分担の下に圏域

全体の視野に立った産業振興、雇用、国土保全、広域防災、
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環境保全、広域ネットワーク等の分野を担うものとする。

また、国の地方支分部局が持つ権限は、例外的なものを除

いて、道州に移管する。その際、移管される国の事務権限に

ついて、かつての機関委任事務制度の手法が採られることの

ないようにすべきである。

道州制の導入に伴い、道州に対する国の関与、基礎自治体

に対する道州の関与についてはいずれも必要最小限度とす

る。また、国、道州、基礎自治体相互間の新たな調整手続の

整備を図る必要がある。

③　道州の区域及び設置

道州は、現行の都道府県よりも広い区域と権限を有するこ

とから、その区域は「国のかたち」と密接に関連する重要事

項であり、法律により全国をいくつかのブロックに区分して

その区域を定めるという考え方と、道州の区域は、関係都道

府県が議会の議決を経て申請し、国会の議決を経て決定する

という都道府県側のイニシアチブを重視する考え方とがある。

また、道州の設置については、全国一斉に道州に移行する

方法と、一定の道州の要件に合致した場合には順次道州に移

行する方法とが考えられる。いずれにしても、道州の仕組み

や設置手続については、法律で定めることが必要である。

④　税財政制度

地方税財政制度については、道州の権限に応じて、自立性

を高めることを原則とする。また、自立性の高い道州制を実



26

現する観点から、自主財源である地方税を大幅に拡充するこ

とを基本とし、道州の規模、権限、経済力等を踏まえ、新た

な財政調整の仕組みを検討するものとする。

⑤　連邦制との関係

道州制をめぐって、連邦制、すなわち、憲法において権限

（行政権のみならず立法権（又は立法権及び司法権））が国と

州とで明確に分割されている国家形態の導入を議論する向き

もある。しかしながら、連邦制の下では、連邦政府と州政府

の間の立法権の分割、地域代表としての上院（参議院）の創

設、違憲立法審査権・立法権分割の審判者としての司法権の

あり方など憲法の根幹部分の変更が必要となること、連邦制

は歴史的・文化的・社会的に一体性、独立性の高い連邦構成

単位の存在が前提となること、といった問題があり、我が国

の成り立ちや国民意識の現状から見ると、連邦制を制度改革

の選択肢とすることは適当ではないと考えられる。

⑥　検討事項

道州制の検討を行う際には、上記の観点のほか、a)現行憲

法上は公選の長と公選の議員からなる議会を有することが地

方公共団体の要件とされているが、広大な区域と大きな権限

を有することとなる道州が、現行の地方公共団体と同じく、

それぞれ住民の直接公選による二元代表制であることでよい

か、b)道州制の導入に伴い、その議決機関、執行機関、補助

機関のあり方をどうするか、c)首都圏、近畿圏、中部圏など、
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人口や経済集積等において他の圏域と著しく異なる圏域につ

いても同じ制度としてよいか、d)道州制の導入に伴い、大都

市圏域においては、現行の指定都市制度よりも道州との関係

において独立性の高い大都市制度を考えるのかどうか、とい

った観点についても、併せて検討することが必要である。

なお、道州制の導入については、都道府県も住民に身近な

行政を担っており、また、小規模な市町村を補完するような

都道府県の機能が引き続き必要であり、従来の都道府県の役

割が依然として大きいものであること、また一方で、道州制

を議論する前に圏域的なテーマについては既存の制度である

都道府県間の広域連合を活用する方法もあると考えられるこ

となどを踏まえ、道州制の導入については慎重な検討を要す

るとする意見もある。



参考資料３ 

昭和３８年３月２７日最高裁判決（抜粋） 

 

 

「憲法上の地方公共団体といい得るためには、単に法律で地方公共団体として取り

扱われているということだけでは足らず、事実上住民が経済的文化的に密接な共同

生活を営み、共同体意識をもっているという社会的基盤が存在し、沿革的にみても、

また現実の行政の上においても、相当程度の自主立法権、自主行政権、自主財政権

等地方自治の基本的権能を附与された地域団体であることを必要とするものという

べきである。そして、かかる実体を備えた団体である以上、その実体を無視して、

憲法で保障した地方自治の権能を法律を以て奪うことは、許されないものと解する

を相当とする。」 

 

 

 

（参考） 

  ・  昭和２７年から４９年までの間，特別区の区長は議会が都知事の同意を得て選

任することとされていたが，特別区という地方公共団体の長に公選制がとられて

いないのは憲法９３条に違反するとして裁判で争われた事件。 

  ・  判決では，「特別区は憲法９３条の地方公共団体と認めることはできない」と

された。 
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